
雇用政策の効果と反響
（欧州各国）

欧州では９９年後半以降の景気回復・拡大を追い風に、各国の失業率は急速に低下してい

る。この背景には、各国が雇用拡大を図るための諸政策を進めてきたことがあるとの見方

もある。２０００ＥＵ秋季経済予測によると、１０．６％（９７年）、９．９％（９８年）、９．２％（９９年）

と低下してきたＥＵ全体の失業率は、今後も８．４％（２０００年）、７．８％（２００１年）、７．３％

（２００２年）とさらに低下するとしている。こうした失業率の低下が好景気によるものなの

か、各国雇用政策の効果によるものなのか断定はできないが、本レポートでは雇用政策の

効果に焦点を当て、Ｒｅｐｏｒｔ１で取り上げた英国、フランス、イタリア、スペインに、ド

イツ、オランダ、デンマーク、フィンランドを加え、各国の主要な雇用政策と、その効果

および政労使の反響についての概況を、各国比較が出来るようコンパクトに取りまとめ、

報告する。

在欧８センター・事務所／欧州課

１．政策名称

ニューディール政策（若年失業者向け）

２．施行年月

９８年４月

３．具体的な政策内容

対象となるのは、失業者手当て（Ｊｏｂ‐

ｓｅｅｋｅｒ’ｓＡｌｌｏｗａｎｃｅ）を６ヵ月以上受給し

ている１８～２４歳の若年失業者。このプログラ

ムへの参加が認められると、まず、雇用サー

ビス局が地元の雇用主と協力して行う集中カ

英 国
ウンセリング（ゲートウエー）が行われる。

ゲートウエー期間は４ヵ月間であり、その間、

各プログラム参加者には「ニューディール・

パーソナル・アドバイザー」が割り当てられ

る。アドバイザーは参加者と同プログラムの

架け橋と位置付けられている。ゲートウエー

期間終了までに雇用機会を見つけられなかっ

た参加者には、①雇用オプション、②環境タ

スクフォース・オプション、③ボランティア

・オプション、④フルタイムの教育・訓練オ

プションの４つの選択肢が与えられる。この

選択肢を拒否した場合には失業手当の支給停

止などというペナルティが課せられる。

２
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① 雇用オプション

参加者は民間企業などにおいて就業の機会

を与えられ、就業を通して職業訓練を受ける。

一方、週当たり労働時間３０時間以上のポスト

に参加者を受け入れた雇用主には、２６週間を

上限に週６０ポンドの補助金が、週当たりの労

働時間が２４～３０時間のパート職に参加者を受

け入れた雇用主には週４０ポンドの補助金が支

給される。これに加えて、雇用主は訓練費用

として受け入れ参加者１人当たり７５０ポンド

を受け取る。

公共機関もニューディール参加者を受け入

れることができるが、このオプションにおけ

る雇用機会の大部分は民間部門が提供するも

のと期待されている。雇用主は、ニュー

ディールに参加するにあたって、ニュー

ディール参加者受け入れのために従業員の解

雇を行わないこと、受け入れた参加者には最

低でも受け取った補助金と同等の給与を支払

うこと、そして２６週間のオプション期間の終

了後も参加者の雇用を続けることを目指すこ

とに同意しなければならない。

雇用オプションには、９８年７月から自営業

を目指す参加者向けのプログラムも含まれて

いる。この場合、ゲートウエー期間中、参加

者は適切な職業訓練機関による意識喚起プロ

グラムに参加し、また事業開始にあたっての

詳細に関して一対一でアドバイスを受ける。

ゲートウエー期間終了後も自営業就業を希望

する参加者には、２６週間を上限として訓練へ

の補助金が支給される。

② 環境タクスフォース・オプション

参加者は６ヵ月にわたり、住居、森林・公園

管理、荒れ地の再開発などのプロジェクトに

取り組む一方、さまざまな資格取得を目的と

した教育・訓練を受ける。参加者には各種手当

て（失業手当てなど）に相当する額の手当てが

支払われる。また、２６回分割で合計４００ポンド

が支払われるほか、交通費補助が支給される。

③ ボランティア・オプション

参加者は６ヵ月にわたり、ボランティア機

関で働く一方、さまざまな資格取得を目的と

した教育・訓練を受ける。参加者には各種手

当てに相当する額の手当てが支払われる。ま

た、２６回分割で合計４００ポンドが支給される。

④ フルタイムの教育・訓練オプション

このオプションは、技能を持たない参加者

を対象としている。このオプションでは、国

家職業資格Ｎ／ＳＶＱ２をはじめとした初歩

的な資格取得を目的として、参加者に５２週間

のフルタイム教育・訓練を提供する。参加者

には各種手当てに相当する額の手当てが支給

される。

４．政府の狙い

英国では、従来から若年者層（１８～２４歳）

の失業率の高さが問題となっている。同政策

は、スタートでつまずいた若年者層が長期失

業というパターンに落ち込むのを防ぐことに

より、失業率の改善を目指している。また、

若年者の長期失業を防ぐことで、労働党政権

の「社会的排除」の克服という大きなテーマ

に貢献することが期待されている。

５．企業側の反応

雇用者団体は、一般にニューディール政策

を歓迎している。英国産業連盟（ＣＢＩ）は当

初からニューディール政策支持の姿勢をとっ

ている。中小企業からもニューディール政策

参加者の受け入れに伴う補助金の支給を歓迎

する声があがっている。中小企業連盟

（ＦＳＢ）が９９年にメンバー１，８００社を対象に

行った調査では、回答者の６６％がニュー

ディール政策参加者の受け入れに対する補助

金の支給を歓迎し、５０％がニューディール政

策参加者の雇用を検討すると答えている。し

かし、多くの回答者がニューディール政策を

通して紹介される人材の質の低さに不満を
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（注１）’ＩｎｄｅｐｅｎｄｅｎｔＲｅｓｅａｒｃｈｃｏｎｆｉｒｍｓＮｅｗＤｅａｌ’ｓｐｏｓｉｔｉｖｅｉｍｐａｃｔｏｎｅｃｏｎｏｍｙ－Ｊｏｗｅｌｌ’，ＤｆＥＥｐｒｅｓｓ
ｒｅｌｅａｓｅ，ＰＮ／３１９，１１Ｊｕｌｙ２０００；’Ｎｅｗ Ｄｅａｌ－ ＹｏｕｎｇｐｅｏｐｌｅｆｕｌｆｉｌｌｉｎｇｔｈｅｉｒａｍｂｉｔｉｏｎｓｈｅｌｐｓＵＫ
ｅｃｏｎｏｍｙ’，ＤｆＥＥｐｒｅｓｓｒｅｌｅａｓｅ，４１５／００，２８Ｓｅｐｔｅｍｂｅｒ２０００

（注２）’ＤｏｅｓｔｈｅＮｅｗＤｅａｌｗｏｒｋ？’ＴｈｅＧｕａｒｄｉａｎ，２３Ａｕｇｕｓｔ２０００
（注３）’ＤｏｅｓｔｈｅＮｅｗＤｅａｌｗｏｒｋ？’ＴｈｅＧｕａｒｄｉａｎ，２３Ａｕｇｕｓｔ２０００
（注４）’Ｎｏｂｉｇｄｅａｌ’，ＴｈｅＥｃｏｎｏｍｉｓｔ，２ｎｄＤｅｃｅｍｂｅｒ２０００
（注５）ＲｅｆｏｒｍｉｎｇｔｈｅＮｅｗＤｅａｌ，ＰｏｌｉｃｙＢｒｉｅｆ，ｔｈｅＩｎｄｕｓｔｒｉａｌＳｏｃｉｅｔｙ，Ｓｅｐｔｅｍｂｅｒ２０００；’”Ｒａｄｉｃａｌｐｏｌｉｃｙ

ｃｈａｎｇｅｎｅｅｄｅｄ”ｔｏａｃｈｉｅｖｅｆｕｌｌｅｍｐｌｏｙｍｅｎｔ’，ＦｉｎａｎｃｉａｌＴｉｍｅｓ，１２Ｏｃｔｏｂｅｒ２０００
（注６）’Ｍｅｎｆｉｒｓｔ：ＷｏｍｅｎａｒｅｍｉｓｓｉｎｇｏｕｔｏｎｔｈｅＮｅｗ Ｄｅａｌｐｒｏｇｒａｍｍｅｆｏｒｔｈｅｕｎｅｍｐｌｏｙｅｄ’，Ｔｈｅ

Ｇｕａｒｄｉａｎ，２０Ｊｕｎｅ２０００

持っており、ゲートウエー期間中の職業紹介

・訓練所の一層の努力を求めている。

６．労働者側の反応

労働組合協議会（ＴＵＣ）もニューディー

ル政策を強く支持している。特にゲートウ

エー期間に対する評価・期待が高い。ＴＵＣ

が９９年にニューディール政策参加者を対象に

行った調査によれば、回答者の３分の２以上

が「同政策は、非常に有用、もしくはかなり

有用である」と考えている。

７．具体的な雇用創出効果

政府によれば、本対策には２０００年９月まで

に５４万６，５００人が参加しているという。その

うち１０万５，５００人がプログラムを継続中であ

り、４４万１，０００人がプログラムを終了してい

る。プログラム終了者の４０％が補助金のつか

ない職に就き、１１％が別種の手当てを受給し

ている。そして、２０００年９月までに、２５万

４，５２０人が就業し、そのうち５万９，１８０人は１３

週間以内に離職したものの１９万５，３４０人は継

続して就業している。なお、ゲートウエー終

了後のオプションの選択については、４２％が

フルタイムの教育・雇用オプションを、２０％

がボランティア・オプションを、雇用オプ

ションと環境タスク・フォース・オプション

を各１９％が選択している。

８．備 考

ニューディール政策が目的とされた成果を

あげているのかに関しては、各界の意見は一

致していない。政府は、ニューディール政策

は失業者数を減少させたばかりではなく、各

種手当て支給総額を引き下げ、国庫への負担

を減らすという効果があったとしている（注１）。

ただし１８～２４歳の若年者層の長期失業者数は

６万人以下に落ち込んでいるものの、英国で

は好景気を反映してこの２年ほど失業率が低

下しつつあり、この数字も好景気を反映した

ものにすぎないと見る向きもある（注２）。また、

長期失業者数の絶対数は減ったものの、若年

者層の失業率はいまだに１１％と全国平均の失

業率をはるかに上回っていることから、

ニューディール政策の有効性を問う意見もみ

られる（注３）。シンクタンクのＮＩＥＳＲ（Ｎａ‐

ｔｉｏｎａｌＩｎｓｔｉｔｕｔｅｏｆＥｃｏｎｏｍｉｃａｎｄＳｏｃｉａｌ

Ｒｅｓｅａｒｃｈ）の試算によれば、ニューディー

ル政策が純粋に作り出した雇用数は、６万か

ら７万にすぎないとされる（注４）。

有力シンクタンクの産業協会（ＴｈｅＩｎ‐

ｄｕｓｔｒｉａｌＳｏｃｉｅｔｙ）も、ニューディール政策

のゲートウエー期間の役割を高く評価してい

る。ただし同協会は、ニューディール政策は

成功も収めているが、全体的には、雇用主の

期待にも、参加者の期待にも充分応えていな

いとしている（注５）。労働党政権の目指す完全

雇用実現のためにはニューディール政策の根

本的な見直しが必要であるという。例えば、

雇用促進効果をあげるためパーソナル・アド

バイザー制度の拡大活用、ゲートウエー期間

向けの資金の増額を求めている。

ニューディール政策全体に関しては、政策

の恩恵を受けているのは圧倒的に男性であり、

ひとり親の大部分を占める女性に対する一層

の考慮を求める声も上がっている（注６）。若年
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（注７）’Ｍｅｎｆｉｒｓｔ：ＷｏｍｅｎａｒｅｍｉｓｓｉｎｇｏｕｔｏｎｔｈｅＮｅｗ Ｄｅａｌｐｒｏｇｒａｍｍｅｆｏｒｔｈｅｕｎｅｍｐｌｏｙｅｄ’，Ｔｈｅ
Ｇｕａｒｄｉａｎ，２０Ｊｕｎｅ２０００

層向けのニューディール政策では、女性は参

加者の２７％を占めるにすぎない。これは同政

策が差別的に適用されているのではなく、雇

用および手当て受給環境における女性の一般

的な地位を反映していると考えられる。しか

し特に女性の場合、昇進の見込みのない低賃

金のパート職に就く傾向が強く、ニュー

ディール政策に対し、こういった現状を改善

するような効果を期待する声も上がってい

る（注７）。

１．雇用政策名称

週３５時間労働制度（法律名は「時短関連

法」、通称「オブリ法」）

２．施行（導入）年月日

第１法が９８年６月１４日公布。その実施細則

を定めた第２法の施行は２０００年２月１日。従

業員２１人以上の企業では２０００年１月１日、従

業員２０人以下の企業では２００２年１月１日を

もって導入される。

３．具体的な政策内容

・民間企業・一部公共企業における法定就労

時間を週３５時間とする

・同制度を導入する企業には、政府が雇用主

の社会保障負担金軽減のかたちで補助を行

う

・同制度導入のための労使間の企業合意には、

雇用創出・雇用維持に関する目標値明示を

義務付ける

・３５～３９時間までの労働に対しては２５％を加

算して支払う、また年間の累積超過勤務時

間の上限を超える労働に対しては同時間の

フランス

休暇を与える

・一部管理職の労働時間には年次換算を適用

し、最大年間労働日数を現行の２３３日から

２１７日とする

など

４．政府の狙い

・ワークシェアリングによる新規雇用創出

・労働条件の改善

・不安定雇用の削減

５．企業側の反応

経営者団体ＭＥＤＥＦ（仏企業運動）をは

じめ、概ね反対の姿勢である。理由としては、

導入コストが政府援助を上回る、国際競争力

が低下する、時短は必ずしも雇用創出につな

がらない、などが挙げられる。

６．労働者側の反応

賃金を抑制し、購買力の低下につながるこ

とを危惧する向きがある。また管理職の間で

は、人手不足から実務負担が増して、ストレス

増大につながったなどの否定的な意見も多く

聞かれる。一方で、時間的な面で生活にゆと

りが出たとする意見があれば、以前と何の変

化もないとする意見もあり、反応はまちまち

である。他方、政府は「労働者の８０％が、個

人的に３５時間制導入はプラスと回答」という

調査結果（２０００年５月調査）を示したものの、

３５時間制導入に関連した労使紛争も続発して

いる。

７．具体的な雇用創出効果

２０００年１０月現在、３５時間制度導入により２７

万人の雇用が創出あるいは維持された（雇用

省発表値）。
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８．備 考

週３５時間制の特徴の一つとして、しばしば

その法規制の複雑さが指摘される。政府の援

助内容、勤務時間の定義、超過勤務の取扱い、

法定最低賃金（ＳＭＩＣ）の体系などが極めて

細分に規定されており、解釈が困難とする経

営者も多い。

１．雇用政策名称

雇用・職業訓練・競争力のための同盟（略

称：雇用のための同盟）

ＢｕｎｄｎｉｓｆｕｒＡｒｂｅｉｔ，Ａｕｓｂｉｌｄｕｒｇｕｎｄ

Ｗｅｔｔｂｅｗｅｒｂｓｆａｋｉｇｈｅｉｔ

２．施行年月日

９８年１２月から開催。これまでに６回実施。

３．政策内容

「雇用のための同盟」は政府と経済界、労

働界のトップが雇用拡大と競争力強化につい

て話し合う場である。雇用政策を重要課題に

掲げるシュレーダー政権が９８年１２月、同会議

を発足させた。シュレーダー首相は政労使の

コンセンサスで失業率を急速に低下させたオ

ランダを見本にしたといわれる。コール前政

権も９６年１月、同じような３者協議の場を設

けたが、９６年４月、社会保障削減案に反対す

る労働組合側と対立し協議は中断していた。

「雇用のための連盟」に参加する政府側代表

は、首相、蔵相、経済相、労働相、保険相、

教育相で、経済界からは独経営者連盟（ＢＤＡ）

会長、独産業連盟（ＢＤＩ）会長、独商工会議

所（ＤＩＨＴ）会頭、ドイツ手工業界（ＺＤＨ）

会長が参加する。労働者側の参加者は労働総

同盟（ＤＧＢ）委員長、金属産業労組（ＩＧメ

タル）委員長、鉱山・化学・エネルギー労組

（ＩＧ－ＢＣＥ）会長、公務・運輸・交通労組

ド イ ツ

（ＯＴＶ）議長、ドイツ職員労組（ＤＡＧ）である。

「雇用のための連盟」には具体的な対策を

行う専門作業部会が設置されている。専門作

業部会は以下の８部門である；①職業訓練、

②税制、③早期退職、④社会保障改革、⑤労

働政策、⑥東部ドイツ再建、⑦解雇補償、⑧

ベンチマーク。

４．政府の狙い

「雇用のための同盟」の狙いは、雇用増と

企業の競争力強化に向けて労使間の話し合い

の場となることである。第１回協議では上記

の目的を達成するため、以下１２の目標が定め

られた；①賃金付帯費用の削減と社会保険シ

ステムの抜本的改革、②雇用を増加させるた

めのワークシェアリングと柔軟な労働時間、

③中小企業の負担減を図る企業税制改革を

２０００年１月までに実施、④企業の刷新力と競

争力の強化、⑤早期退職の可能性、⑥雇用を

増やす賃金交渉、⑦リスクマネーが中小企業

に回るような仕組みの整備、⑧労働者の資産

形成や利益分配を受けられる機会の創出、⑨

雇用、刷新力、競争力を高めるための専門分

野別の話し合い、⑩起業を妨げる仕組みの撤

廃、⑪技能が低い労働者への教育機会を付与、

⑫若年失業者、長期失業者対策。

５．これまでの協議

（１）第１回協議（９８年１２月７日）

① 「雇用のための同盟」の目標となる１２項

目のワーキングペーパーの作成

② ８部門の専門作業部会の設置を決定。

企業側反応：「ワーキングペーパーは驚くほ

ど良い内容」（ＢＤＡフント会長）

労働者側反応：「協議の雰囲気は本当に勇気

づけられるものだった」（ＤＧＢシュルテ議長）

（２）第２回協議（９９年２月２６日）

第１回協議で出されたテーマについて協議

するも、具体的数字は合意できず。

・・

・・

・・
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（３）第３回協議（９９年７月６日）

① ＢＤＡとＤＧＢが合意文書を発表。合意内

容は、ａ．「雇用のための同盟」の場で賃

金政策を取り上げる、ｂ．雇用確保のため

時間外労働を削減する、ｃ．訓練職の増加

に努める。

② 雇用に関する具体的政策を策定：ａ．９９

年９月３０日までに公共職業安定所で仲介さ

れなかった若者に対して、できる限り望む

分野で住所地に近い訓練職を提供する、

ｂ．９９年１０月以降毎年、公共職業安定所な

どの管轄区域で訓練職関係会議を開く、

ｃ．１万人の訓練職を創出する、ｄ．情報技

術（ＩＴ）関連技術者の育成（３年間で４

万人のＩＴ訓練職を増やし２００５年までにＩＴ

関連雇用数を１５万人増加させる）

シュレーダー首相、企業側、労働者側とも

にＢＤＡとＤＧＢの合意文書を評価。ＣＤＵは

その実効性に疑問を呈す。

（４）第４回協議（９９年１２月１２日）

① 職業訓練を受けられない低所得者層の雇

用創出を目指すモデルの実施で合意。

② ６０歳早期年金制を主張する労組側と早期

年金移行を可能にする現行の高齢者パート

タイム制の改革を主張する雇用者側とで対

立。

ツヴィッケルＩＧメタル委員長「早期年金

問題の妥協は不可能で、２０００年２月からの賃

金協約交渉は４％以上の賃上げを求める」、

他の労組・シュレーダー首相は「雇用のため

の同盟」維持の立場から反対。

（５）第５回協議（２０００年１月９日）

① 産業分野別の労使交渉を通じた「より有

効期限の長い賃金協約」を目指すことで合

意。

② ６０歳早期年金制度は明確に表現はせず、

次の通り言及；早期退職に関しては賃金協

約交渉で取り決め、連邦政府も協約の取り

決めに応じ得る、期限を設定した立法措置

を適宜施う。

企業側反応：①に関して「非常に重要な進展。

賃上げ交渉が始まる前にこのような合意に

至ったのは初めてのこと」（ＢＤＡフント会長）

労働者側反応：①に関して「賃上げ率の上限

を定めるものではなく、また数年にわたる長

期の賃上げ率設定はできない」（ＤＧＢシュル

テ議長）、「今回の合意は大企業中心の内容

だ」（ＺＨＤフィリップ会長）、「妥協しすぎて

いる」（ＩＧメタル）

（６）第６回協議（２０００年７月１０日）

① ＩＴ関連の訓練職拡大（２００３年までに６

万口）

② 東部ドイツの若年失業者対策を強化。

６．「雇用のための同盟」の成果

（１）産業分野別の労使交渉を通じた「より

有効期限の長い賃金協約」を目指すことで

合意（第５回協議）、２０００年の賃金交渉は

比較的穏健なものとなった。

（２）９９年に始まった緊急プログラムでは９９

年５月までに１０万人に訓練職または雇用が

提供され、９９年１２月までに約２２万人が緊急

プログラムに参加した。

（３）連邦政府は９９年に政府機関の訓練職を

前年比で１２％増加させた。

（４）ＩＴ分野の訓練職は２０００年中に４万人に

到達、２００５年までに同分野の労働者を１５万

人にすることを目標にした（第３回協議）。

１．雇用政策名称

９７年６月２４日付け法律第１９６号

雇用促進に関する規程（通称「トレウ・

パッケージ」）

Ｌｅｇｇｅ２４ｇｉｕｎｇｎｏ１９９７，ｎ．１９６，

イタリア
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Ｎｏｒｍｅ ｉｎ ｍａｔｅｒｉａ ｄｉ ｐｒｏｍｏｚｉｏｎｅ

ｄｅｌｌ’ｏｃｃｕｐａｚｉｏｎｅ

２．施行年月日

９７年７月１９日

（７月４日付け官報にて公布。法律は官報公

布から１５日後に発効する。）

３．政策内容

イタリアの雇用政策の転換契機となった法

律で、人材派遣、若年失業者の雇用機会創出、

パートタイム労働、労働時間の段階的削減、

研修労働など、時間や労働条件を限定した既

存の雇用形態を拡充するとともに新たな雇用

形態を盛り込んだパッケージ法律。全２７条か

ら成る。

主な規程として、

人材派遣に関する規程（１～１１条）

労働時間の段階的削減に関する規程（１３

条）

研究部門における雇用に関する規程（１４

条）

研修と労働に関する規程（１５条）

職業研修に関する規程（１６条）

社会的貢献労働に関する規程（２０条）

南部（メッゾジョルノ）における若年失業

者対策に関する規程（２６条）

などがある。

４．政府の狙い

本法はさまざまなタイプの雇用形態に関す

る規程をパッケージ化したものであるため、

個々の規程によって目的・期待する効果は異

なるが、基本的に若年層、なかでも長期失業

者の雇用機会を創出することに力点が置かれ

ている。また硬直的といわれてきたイタリア

の労働市場に新たなタイプの雇用形態を導入

することで労働市場の活性化を図るとともに

雇用契約を交わさず、企業の脱税にもつな

がっている闇労働の解消も目指している。

南部においては、本法により一定期限付き

で雇用された労働者が、契約期限後に正社員

として雇用されるなど長期雇用へと切り替

わっていくことにも大きな期待を寄せている。

さらに中期的には、人材派遣やパートタイ

ム労働など近年欧州各国でも普及し始めた雇

用形態について、ユーロの誕生を背景にイタ

リアにおいても法整備を急ぎ、欧州平均にイ

タリアのレベルを近づけたいとの意図がある。

５．企業側の反応

従業員の解雇が容易でないことや企業の社

会保障費負担率の高さなど、イタリアの労働

市場は企業にとって雇用しにくい環境にある

といわれるが、本法の導入で雇用形態に多様

性が出たことに一定の評価を与えている。ま

た本法で規程されたツールに基づき雇用する

企業に社会保障負担の軽減などのインセン

ティブを打ち出したことも利用促進に貢献し

ている。

しかし、例えば人材派遣労働者の場合でも、

通常の従業員と同じ労働環境と条件を与える

必要があり、採用人数の制限や雇用に当たっ

ての細かい規制などが課せられることへの不

満もあり、採用と解雇に関する一層の自由化

を求めている。

６．労働者側の反応

一般の労働者にとっては、就業機会や労働

形態が多様化し、選択肢が増えること、基本

的に従業員と同様の権利が保障されることで、

メリットを肯定的に捉えている。他方、労働

組合は、既存の正社員の雇用を守る観点と人

材派遣労働者の労働条件の低下や安易に解雇

が行われることへの懸念から、人材派遣労働

者の導入には最後まで反対していた。しかし

人材派遣労働者にフルタイム労働者と同様の

権利が与えられること、南部地域での雇用増

につながることなど全体的な利益を配慮する

かたちで合意をみている。
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７．具体的な雇用創出効果

〈フルタイム労働以外の雇用者数〉

（単位：１，０００人）

９７年 ９８年 前年比（％） ９９年 前年比（％）

①パートタイム労働者 １，３７６ １，４９６ ８．７ １，６３６ ９．４

②一時的労働者
（研修労働、見習い期間付き労働） １，１２７ １，２４９ １０．８ １，４１０ １２．９

③人材派遣労働者 － ５２ － １９５ ２７２．４

④小計（①～③計） ２，５０３ ２，７９７ １１．７ ３，２４１ １５．９

雇用総数 ２０，２０７ ２０，４３５ １．３ ２０，６９２ １．３

雇用総数に占める④の割合 １２．４ １３．７ － １５．７ －

出所：社会投資研究所（ＣＥＮＳＩＳ）

〈産業別パートタイム労働の比率〉

（単位：％）

農林水産業 製造業 サービス業 全体

男性 女性 計 男性 女性 計 男性 女性 計 男性 女性 計

９５年 ８．５ ２２．３ １３．３ １．９ １０．２ ３．９ ２．９ １２．６ ６．９ ２．９ １２．７ ６．３

９６年 ８．４ ２１．２ １２．７ １．９ １０．７ ４．０ ３．０ １２．９ ７．２ ３．０ １２．９ ６．５

９７年 ８．８ ２０．８ １２．７ ２．０ １０．８ ４．１ ３．３ １３．７ ７．７ ３．１ １３．４ ６．８

９８年 ８．５ ２１．７ １２．８ ２．２ １１．０ ４．２ ３．７ １４．７ ８．４ ３．４ １４．３ ７．３

９９年 ７．９ ２２．３ １２．４ ２．１ １１．７ ４．４ ４．０ １６．３ ９．４ ３．５ １５．６ ７．９

出所：イタリア中央統計局

〈パートタイム労働からフルタイム労働への雇用契約切り替え件数〉（報告ベース）

（単位：人）

９８年 ９９年

男性 女性 計 男性 女性 計

北部・中部 １，０９３ ２，１４３ ３，２３６ １，０６１ ２，２３５ ３，２９６

南部（メッゾジョルノ） １７２ １２８ ３００ １８８ １７２ ３６０

全国計 １，２６５ ２，２７１ ３，５３６ １，２４９ ２，４０７ ３，６５６

出所：労働省統計
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〈州別のパートタイム労働者数〉

（単位：人）

州
９８年 ９９年

男性 女性 計 男性 女性 計

バッレ・ディ・アオスタ ９１９ ２，６７９ ３，５９８ １，２４９ ３，２６０ ４，５０９

ピエモンテ ２５，７０１ ８５，６７３ １１１，３７４ ２６，５４２ ９９，９８６ １２６，５２８

ロンバルディア ６４，０１１ ２２８，７９３ ２９２，８０４ ６６，０２２ ２６０，１７８ ３２６，２００

リグリア １３，１３３ ３３，５８５ ４６，７１８ １３，１４８ ３４，９８２ ４８，１３０

トレンティーノ・アルト ６，３９６ ３２，６３９ ３９，０３５ ５，３８２ ３４，４２９ ３９，８１１

ベネト ３４，２５８ １２７，４６１ １６１，７１９ ３４，１５８ １３４，８２６ １６８，９８４

フリウリ ８，３４４ ３３，１５１ ４１，４９５ ９，２８０ ３９，９９１ ４９，２７１

エミリア・ロマーニャ ２８，５９７ ９７，０３６ １２５，６３３ ３０，１６１ １０９，３０８ １３９，４６９

トスカーナ ２３，１６０ ８３，２１１ １０６，３７１ ２７，１１９ ９９，９８７ １２７，１０６

ウンブリア ５，９４３ １７，１３９ ２３，０８２ ４，７４７ １８，０１３ ２２，７６０

マルケ １０，２１６ ３２，０８５ ４２，３０１ １１，０４６ ３９，４６０ ５０，５０６

ラツィオ ４３，２６９ ７８，５５９ １２１，８２８ ４１，２２５ ８９，１０５ １３０，３３０

アブルッツォ ８，２０８ １７，１６０ ２５，３６８ ７，１０９ １９，００７ ２６，１１６

モリーゼ ２，７８４ ４，５９８ ７，３８２ ２，３１８ ４，５４５ ６，８６３

カンパーニャ ４２，９９０ ４１，７０２ ８４，６９２ ４５，５２４ ４５，６４９ ９１，１７３

プーリア ３９，１４６ ３７，０５６ ７６，２０２ ３５，８９６ ３４，８４６ ７０，７４２

バジリカータ ４，７４９ ５，９３８ １０，６８７ ４，３９４ ６，４１２ １０，８０６

カラブリア １９，９３１ ２１，３６４ ４１，２９５ ２０，１５４ ２３，５８５ ４３，７３９

シチリア ５０，９４０ ４８，９８３ ９９，９２３ ５７，３８２ ５２，７３１ １１０，１１３

サルデニア １５，８８４ １８，２２９ ３４，１１３ １７，２１３ ２５，４２６ ４２，６３９

北部・中部 ２６３，９４７ ８５２，０１１ １，１１５，９５８ ２７０，０７９ ９６３，５２５ １，２３３，６０４

南部（メッゾジョルノ） ２７１，２３６ ８６６，４９２ １，１３７，７２８ １８９，９９０ ２１２，２０１ ４０２，１９１

全国計 ２４８，３１９ ７８５，４１７ １，０３３，７３６ ４６０，０６９ １，１７５，７２６ １，６３５，７９５

出所：労働省統計

〈フルタイム労働からパートタイム労働への雇用契約切り替え件数〉（報告ベース）

（単位：人）

９８年 ９９年

男性 女性 計 男性 女性 計

北部・中部 １，０７７ ３，９１０ ４，９８７ ７８７ ３，４８９ ４，２７６

南部（メッゾジョルノ） １８３ ２３５ ４１７ １８０ ２４７ ４２８

全国計 １，２６０ ４，１４５ ５，４０４ ９６８ ３，７３６ ４，７０４

出所：労働省統計
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１．雇用政策名称

Ａ ＮｅｗＣｏｕｒｓｅ（ＥｅｎＮｉｅｕｗｅＫｏｅｒｓ、

新しい進路）

２．施行（導入）年月日

９３年１２月

３．具体的な政策内容

オランダは８２年１１月、政労使３者間で賃金

抑制などに合意した「ワッセナー協定」（注）

により、７０年代後半から８０年代初頭の経済危

機を乗り切り、９０年初頭まで順調に経済を回

復させてきた。しかし、経済が上向きになる

につれ、９３年には多くの労働組合で賃金上昇

を望む声が上がり、３者間の協調路線の維持

が危ぶまれた。９３年１２月に政労使３者は、今

後も協定を維持することが不可欠であるとし

て同協定に再合意した。この再合意は「Ａ

ＮｅｗＣｏｕｒｓｅ（新しい進路）」と呼ばれ、①

賃金抑制、②労働時間の短縮、③財政支出の

抑制などを政策の柱としている。２００２年には

再々合意を行う予定である。

４．政府の狙い

政府は財政赤字の削減に努めながら、減税

を行う。労働組合は賃金抑制に協力する。企

業は、労働時間の短縮（９３年の合意では週労

働時間を３８時間から３６時間へ短縮）を行い、

パートタイム労働など雇用形態の多様化を実

現する。この結果、産業界は国際競争力を高

め、企業収益を向上させ、最終的には雇用創

出につながることが目標である。

さらに９６年にはパートタイム労働者に対す

る労働時間による差別を禁止する法改正を実

オランダ
施、今後も高齢労働者の雇用促進、職業訓練

による雇用性の向上など雇用創出に向けたさ

まざまな取り組みが成されている。

５．労働者側の反応

再合意した政策の効果もあり、オランダ経

済は９６年から連続して実質ＧＤＰ成長率は３

％台を維持しており、非常に好調である。し

かし、賃上げの抑制に協力してきた労働組合

は企業業績が好調なことから、従来よりも高

い賃上げ率を要求する傾向が出ている。労働

組合連合同盟（ＦＮＶ）は２０００年春に３～４

％の賃上げを要求し、実際に３～５％と目標

よりも高い賃上げ率で妥結した。

６．具体的な雇用創出効果

サービス産業の雇用増加を中心に雇用機会

が増え、失業率は年々減少している。９５年は

８．５％であったが、９９年は４．０％、２０００年には

３．５％と大幅に低下している。また雇用の伸

び率はＥＵ平均を上回り、９９年は前年比２．８

％、２０００年は同２．７％と堅調である。なかで

も週労働時間が２０時間以上３４時間以下のパー

トタイム労働者の雇用の伸び率は９９年には前

年比４．９％と著しく増加している。

（注）最大の労働組合連合（ＦＮＶ）のヴィム・コック委員長（現首相）と経団連（ＶＮＯ－ＮＣＷ）のクリス・ファ
ン・フェーン会長が首相を仲介して、ハーグ市内のワッセナーで締結した。内容は財政支出の抑制による財政
赤字の削減、週労働時間の短縮（４０時間から３８時間へ短縮）の実現などであった。

１．雇用政策名称

９７年労働市場改革

２．施行年月日

９７年５月

３．具体的な政策内容

（１）一定条件のもとでの雇用契約につき

スペイン
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（特定対象者）、不当解雇時における解雇

補償金の減額：勤続年数×４５日相当分給与

（上限４２ヵ月分）→勤続年数×３３日相当分

給与（上限２４ヵ月）および社会保険料の会

社負担分や法人所得税の減免。

（２）正当な解雇事由規定を改正し、経済上、

技術上、組織上、生産上の事由に基づく解

雇に関してより明確な基準を設定。

（３）終身雇用以外にも研修雇用、臨時雇用

など約２０種類にものぼる複雑な雇用契約形

態を約１５種類に整理、統合。

４．政府の狙い

当時２０％を超える失業率の中での絶対雇用

規模の拡大と終身雇用比率の上昇。特に長期

失業者、若年層、高年齢層、女性、身体障害

者層など経済的弱者の終身雇用促進。

５．企業側の反応

経営者団体は不当解雇金の減額と雇用情勢

の改善を一定評価。ただし、個別企業は概ね

その効果に否定的であり、高い定年年齢と、

依然高額な不当解雇金の２点の法的拘束が解

消されない限り、労働市場の流動性は確保さ

れない、との意見が大勢を占めた。

６．労働者側の反応

労働市場の流動性確保および失業率の改善

には評価を示しつつ、解雇金の減額には労働

者保護の観点から、否定的な立場をとった。

労働時間の短縮（シェア）など既得権を損な

わない方法でのさらなる雇用拡大を主張した。

７．具体的な雇用創出効果

９７年から２０００年第２四半期までに、雇用者

数は約１７０万人増加。ただし、改革自体の効

果は不明であり、景気拡大を雇用拡大の要因

とみる向きが多い。また、終身雇用比率は、

９７年の６６．３％から２０００年第２四半期６７．９％と

わずかの上昇に留まっており、政府の思惑ど

おりの効果は出ていないとの見方が大勢であ

る。

１．雇用政策名称

労働市場改革９４

２．施行（導入）年月日

９４年１月１日

３．具体的な政策内容

① 失業保険支給期間の固定と短縮（９４年

～）

段階的に行われ、従来の８年より、７年

に短縮（９８年から５年、２００１年から４年）。

② 失業保険期間中の職業訓練・コース受講

の活発化（９４年～）

支給期間最初の４年（９８年から２年、

２００１年から１年）は失業保険の職業訓練・

コース受講無しでの受給が可能。それ以降

の失業期間の８０％以上は、職業訓練または

コース受講を必須とする。

③ 若年失業者（２５歳未満）への対策強化

（９６年～）

２５歳未満の職業または高等教育を持たな

い失業者（９９年から２５歳未満の全ての失業

者）に対しては、失業後６ヵ月後から、職

業訓練・コース受講・高等教育の開始など

を必須に。

④ 雇用対策の地方分権化（９４年～）

失業者への職の斡旋・コース受講などの

制度を、各市単位で決定し、地元のニーズ

に応じた雇用対策を行うことを決定。

⑤ 失業者自身のイニシアチブを尊重（９４年

～）

個人の希望に沿って、失業対策プランの

決定を可能に。

⑥ 有給の休暇制度の導入（９４年～）

デンマーク
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労働者・失業者が、教育・育児・単なる

休暇を目的としたリーブ（休暇）をとるこ

とができる制度を導入。失業保険最高支給

額の６０～１００％を支給。ワークシェアリン

グ効果とともに、企業内での人事異動も可

能にし、就業者が他の技能を得ることが可

能に（ジョブローテーション）。しかし、

余暇を目的としたリーブ以外の休暇中の代

替要員の雇用については義務付けなし。９９

年に最新の改正が行われ、余暇を目的とし

たリーブの廃止などが行われた。

⑦ 高齢者失業者への職業訓練・コース受講

の活発化（９９年～）

９４年の改革当時から５０～５９歳の失業者は、

早期退職手当制度の開始年齢（６０歳）まで、

失業保険の支給を延長できる権利を保持し

ていたが、この権利を保持できる失業者を

５５～５９歳の失業者のみに限定。しかし支給

延長期間に関しては、職業訓練・コース受

講が他の失業者と同様に義務付けられる。

５０歳～５５歳の失業者に対して、他の失業

者と同様の職業訓練・コース受講義務を課

す。

４．政府の狙い

・７０年代後半から問題となってきていた構造

失業率の低下

・労働力の需要と供給バランスを崩さぬまま、

高学歴・高資格の労働者数を増加させ、柔軟

で機能的な労働市場を実現

５．企業側の反応

デンマーク雇用主組合（ＤａｎｓｋＡｒｂｅｄｓ‐

ｇｉｖｅｒｆｏｒｅｎｉｎｇ）の労働市場担当ビアテ・ケ

ア・ペダーセン女史にインタビューしたとこ

ろ、「雇用主組合としては、この改革は効果

があったと評価している。特に若年労働者へ

の取り組みには、大きな効果があった。しか

しこの改革が十分なわけでなく、今後も労働

力人口増加に向けて改革を続けていかなけれ

ばならない。今後改革が必要な点としては、

労働組合の失業保険に未加入で、政府からの

現金給付金を受給している失業者のグループ

である。このグループは、失業保険を受給し

ている失業者のような職業訓練・コース受講

などに関する義務付けがあまりない。このグ

ループを労働市場へ復帰させることは、大き

な課題であろう。また失業保険の額を下げ、

失業状態よりも就業状態のほうがより魅力的

な状況を作ることも重要である。在デンマー

クの外国人の雇用を促進する必要もあるとい

えよう」とのコメントを得た。

６．労働者側の反応

産業別労働組合をまとめるＬＯ（Ｌａｎｄ‐

ｓｏｒｇａｎｉｓａｔｉｏｎｅｎＤａｎｍａｒｋ）の労働市場担

当ヤン・エアリックセン氏にインタビューし

たところ、「ＬＯは基本的にこの改革に満足。

これは改革が、政府のイニシアチブのもと労

働者代表としてＬＯが、企業代表としてデン

マーク雇用主組合が参加して作成されている

ものであるからである。確かに失業保険受給

期間が短くなったことは労働者にとって良い

ことではないが、これは労働者側代表として

妥協した点である。この改革は毎年の状況に

応じて、調整がなされており、その点も評価

できる」との回答を得た。

７．具体的な雇用創出効果

・９３年から低下した構造失業率（３～５ポイ

ント低下）のうち、１～１．５ポイントは上

記②・③の効果によるもの（２０００年 労働

省発表）。

・上記②導入により、職業訓練・コース受講

が必須となる時期の直前に自己努力により

職を探すケースが増えた。

・リーブ制度は、利用規定の引き締めなどか

ら、利用者は減少中であるが、９８年４万

２，９４４人、９９年３万４，２０１人が利用（デン

マーク統計局）。リーブ利用者の空きポス
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トは、７０％程度の割合で代替要員を雇用し

ている（デンマーク社会研究所のリーブ制

度評価レポート ９６年）。

８．備 考

上記の雇用政策に加え、現在以下のような

プログラムを行っている。プログラムの中で、

９０年代半ばから続く好景気による一部労働市

場でのボトルネックを防止するためのいろい

ろな措置もとられている。以下のプログラム

は新しいため、実際の雇用創出効果などの評

価はこれまでのところ行われていない。

イ．国家雇用プログラム

アムステルダム条約で、ＥＵ全体での雇用

政策の目標はＥＵの首脳会談で決定し、各国

の事情に合わせた政策を実施し、その結果を

報告することが決定された。そのためデン

マークでは、国家雇用プログラムを毎年作成、

それに基づきＥＵの目標達成に向けて取り組

みを行っている。雇用促進のほかに、起業家

育成プログラム・労働市場における男女平等

の促進などの取り組みも行われている。雇用

促進は、労働市場への参加能力の改善の一環

として行われており、以下のとおりとなって

いる。

〈ＥＵの目標〉

Ａ 新規の若年失業者（２５歳未満）の９０％は、

６ヵ月以内に職場復帰、２５歳以上の労働組

合失業保険加入の失業者の９６％は、１年以

内の職場復帰を目標とする。

Ｂ 職業訓練やコース受講を行っている者の

割合を、失業者全体の２０％以上とする。

〈デンマークの状況〉

Ｂに関しては、９８年時点で既に達成。また

Ａの若年労働者に関しても、上記の労働市場

改革の改正により、９９年達成。他の労働者に

関する目標も２０００年の終わりには達成する見

込み。

〈デンマークにおける主な政策〉

・労働市場改革９４の職業訓練・コース受講義

務の強化により、目標を達成した。

・高齢者・労働能力の低下した労働者のため

に、能力に見合った従来よりも労働時間・

能力のフレキシブルな仕事を創出する取り

組みを行っている。９８～９９年に５，５００の仕

事を創出、また２００５年までには同様な仕事

を３～４万創出することを目標としている。

・若年者向けには、中等教育修了者を９５％へ、

高等教育終了者を２００４年までに５０％まで上

昇させる１０年プランを実施する。

・ＩＴ分野の教育強化の一環として、情報科

学大学院をコペンハーゲンとオーフスに設

置し、２００２年までに１，０００人程度のＩＴ分野

の学生増加を見込むと同時に、女子学生の

増加も目標としている。

・外国人に対し、デンマーク語教育・職業訓

練を積極的に行うことにより、通常、デン

マーク人よりも高い外国人の失業率低下を

目標とする。

ロ．高齢者雇用促進政策

９７年から、高齢者が労働市場にとどまれる

よう高齢者雇用啓発委員会などを設置し、さ

まざまな取り組みを行っている。

９６年 高齢の長期失業者に対する特別年金

制度（過渡期特別年金制度）の新規

適用を停止し、２００６年に完全廃止す

ることを決定。

９８年 高齢者雇用基金を設置し、企業の高

齢者雇用促進パイロットプロジェク

トや啓発措置を支援。

労働市場管理局（労働省管轄）は、

高齢者の雇用に興味を持つ企業に対

し、無料の雇用促進コンサルタント

業務を民間に委託するかたちで開始。

９９年 ６０歳以上の労働者が年金受給年齢前

に退職した場合に経済的援助を行う

早期退職手当制度を６２歳以上まで退
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職を遅らせた場合、税控除などの特

典を与えるよう改訂。

部分年金制度（年金開始時の生活形

態の激変緩和のため、年金受給開始

前に、仕事をフルタイムから、パー

トタイムへ移行した者の収入減少を

補てんする年金制度）も、現行の受

給直前２０年間のうち１０年間はフルタ

イムで勤務していたこと、受給直前

の１２ヵ月の間に最低９ヵ月間デン

マークで就労していることに加え、

受給直前の２４ヵ月間に最低週３０時間

程度の勤務を行っていることが義務

付けられる。

２０００年 公共機関が中心となり、社会福祉分

野（特に介護・育児の分野）で４８歳

以上の失業者を率先して採用する

（２００２年まで）。

高齢者への職探しネットワークの設

立、高齢労働者が活躍できる新しい

分野の開拓などにより、高齢者労働

者の自己啓発活動を促進（２００３年ま

で）。

１．雇用政策名称

労働省「雇用補助金結合制度」“Ｃｏｍ‐

ｂｉｎｅｄＳｕｂｓｉｄｙ”プログラム

２．施行（導入）年月日

９８年１月１日

３．具体的な政策内容

“ＣｏｍｂｉｎｅｄＳｕｂｓｉｄｙ”とは、通常の雇

用補助金と労働市場支援補助金とを組み合わ

せたもので、両方合わせると月当たり５，２００

フィンランド・マルカ（以下ＦＩＭ）になる。

この全額はパートタイム労働にも適用可能で

フィンランド

ある。どの雇用主にも適用されるが、国の機

関や政党は除かれる。雇用主はこの制度をさ

らに他の補助金制度と組み合わせることもで

きる。５００日以上にわたり失業手当てを支給

されている長期失業者を雇用する際のみ適用

される。同一人物に対し、１回につき雇用期

間が１年を超えないことが条件である。補助

金は毎月１回交付される。

４．政府の狙い

経済は健全化の方向にあるものの構造的失

業が存在する。こうした中、余り専門的訓練

を受けてない高齢失業者を救済することが主

な狙いである。補助金が交付されている期間

に労働者が力をつけて独り立ちできることが

望ましい（ただし、補助期間が過ぎると失業

手当に戻ってきがちというのが現状である）。

５．企業側の反応

雇用創出にかかる経費が補助金で賄われる

ため、多くの協会、基金、機関が関心を寄せ

ている。ただ雇用主の果たす役割が、多くの

機関、協会にとって全く新しいことに戸惑い

がある。国の補助は月当たり５，２００ＦＩＭにな

り、パートタイム労働に充てることができる

ので好評である。

６．労働者側の反応

低賃金に不満も出ているが、それでも長い

期間の失業を経験した人には、将来本採用に

なった時に、順応するのが容易であると評判

が良い。また腕を磨く、他の仕事を見つけや

すい、自尊心を育てる、人のネットワークが

広がるなどのメリットがあるという。ただし、

１年だけでは短すぎるとの声が多い。

７．具体的な雇用創出効果

初年度の雇用は１万人にも達しなかった。

２０００年度の目標は１万２，０００人のところ、１

万４，０００人が雇用された。そのうち４，０００人が
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自治体、残りの大部分が業界組織であり、わ

ずかだが私企業への雇用もあった。４０～５０歳

代の女性が恩恵を受けている。部門別にみる

と４分の１が社会保障関係、さらに４分の１

がサービス業、１５％が工業部門へ就職した。

９８年と９９年は創出された雇用の３分の１が

６ヵ月以内の職だった。大方はパートタイム

労働で賃金も低いことから、いくつかの自治

体（ヘルシンキ市、タンペレ市、サボンリン

ナ市）では国の補助に加え、自治体自らも補

充している。２０００年度予算は３億６，０００万

ＦＩＭ、２００１年度は１万２，５００人の雇用が目標。

１．雇用政策名称

労働省フィンランド職場改善プログラム

“ＦｉｎｎｉｓｈＮａｔｉｏｎａｌＷｏｒｋｐｌａｃｅＤｅｖｅｌｏｐ‐

ｍｅｎｔＰｒｏｇｒａｍｍｅ １９９６－１９９９）

２．施行（導入）年月日

９６年３月６日

３．具体的な政策内容

同プラグラムは労働省の管轄で、予算は

４ヵ年で９，４９０万ＦＩＭ。形態としては専門家

による支援や補助金交付がある。また次の３

つの分野に分かれる。①職場における労働者

のノウハウや新考案を促進することにより、

生産性の向上や労働生活の質の向上に資する

プロジェクトの支援。この事業に全体の予算

の８０％が割り当てられた。②執務環境改善に

関する専門知識の普及を図るため、出版物の

発行、セミナーなどの開催を行う。③執務環

境改善のための組織強化、すなわち投資家と

の対話や職場、Ｒ＆Ｄ、労働組合、地方組織

などとの協力などを促進する機能を提供する。

４．政府の狙い

民間企業や公共機関が新しいニーズに対応

でき、かつ持続可能な雇用に向けより良い労

＊ ＊ ＊

働条件を創出できるよう支援するのが狙いで

ある。

５．企業側の反応

同プログラムは９６年のスタート時から４９１

件の応募があり、予算の関係から２８４件が承

認された。２０００～２００３年にも新たな予算措置

を得て継続されることになり、企業側の評判

は良いとみられる。

６．労働者側の反応

承認された２８４件に関連する職場の数は

４７３ヵ所、４万５，０００人が関係した。労働組合

も具体的な対策で政府と協調して参加してい

る。

７．具体的な雇用創出効果

９９年に行われた同プログラムの評価で、長

期的な雇用数への影響を調査したところ、同

プログラムは「雇用を大幅に増加させる効果

がある」が民間部門で５％、公共部門で１％、

「ある程度増加」は民２６％、公１４％、「現状

維持」が民４６％、公４２％、「効果はない」が

民１３％、公２６％、「ある程度減少」が民７％、

公１０％、「大幅に減少」が民、公ともに１％

であった。民間企業でこのプログラムに参加

した約３分の１が長期的に職場の雇用を拡大

させると回答しており、またおよそ半分の回

答者が現在の雇用確保に効果ありとしている。

８．備 考

労働省でのインタビューでは、「国は雇用

に関しては補助的なことしかできない」とし

ており、雇用政策はなきに等しいとの印象で

あったが、上記プログラムは雇用関連で「ま

だしも成功している例」として紹介されたも

のである。なおこのプログラムは欧州委員会

ＤＧＶ（雇用・社会関係）の担当するｔｈｅ

Ｅｕｒｏｐｅａｎ Ｗｏｒｋ Ｏｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎ Ｎｅｔｗｏｒｋ

の１つとなっている。
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